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第６章 バイオマスエネルギー利用普及に向けた取組方針 

 

本県におけるバイオマスのエネルギー利用は、一部に先進的な取組がみられるもの

の、廃棄物系木質バイオマスの熱利用を除き、あまり進んでいない状況にあります。

これは、バイオマス資源の供給側とバイオマス資源を利用するエネルギー事業者側の

双方に解決しなければならない多くの課題があるためと思われます。例えば、バイオ

マス資源の供給側としては、林地残材は集荷コストが非常に高いことや生ごみではエ

ネルギー利用に適した分別収集を行う体制を構築しなければならないことなど、バイ

オマスをエネルギー資源としてみた場合、価格や安定供給面で様々な課題を解決する

必要があります。また、エネルギー事業者側としては、初期投資がかかる割にエネル

ギー販売価格が安価なため採算性が低いことや、発生した熱エネルギーの需要開拓が

難しいことなど、事業運営上の課題があげられます。 
これらの解決には、バイオマスが地域に密着した資源であることから、地域の自治

体、事業者、住民等が一体となって取り組む必要があり、そのためには地域全体でエ

ネルギー利用に対しての理解を深めることが不可欠です。 
この章では、バイオマスエネルギー利用の普及に向けた本県の取組方針を明らかに

することを目的とし、まずエネルギー利用普及の観点から主な課題、及びその課題を

解決するにあたり県民、事業者、行政が取り組むべき対応の考え方について整理を行

います。 
次に、バイオマスエネルギー利用の普及促進にあたって、県民、事業者、研究機関、

行政等にそれぞれ期待される役割を整理し、その上でビジョンの実現に向けた本県の

利用普及戦略について示します。 
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・ 本県において最も利用可能量の多いバイオマス資源ですが、林地からの搬出など

の収集にかかるコストが大きいため、エネルギー利用が進まない原因となってい

ます。 

・ また、林地残材をエネルギー利用した実績がほとんどないため、エネルギー利用

施設に対し、定期的に一定量の供給ができる「安定した供給力」の確保に不安が

あります。 

 

（対応） 

・ 林地残材のエネルギー利用が可能な価格を実現するため、林地残材のエネルギ

ー利用を前提とした低コスト集荷技術の開発、林地からの搬出コストや利用場所

までの輸送コストを低減するための施設・機器の開発、林地残材の搬出を行うた

めの新たな作業手順・体制を構築、作業道等の基盤整備など、コスト低減に向け

地域の林業特性に応じたさまざまな創意工夫が求められます。 

また、エネルギー事業者サイドが、その事業採算性を確保できる範囲の上限の購

入単価を提示し、バイオマス供給サイドはその価格範囲内で集荷可能な林地残材

を供給するといった、エネルギー利用を目的とした新たな市場流通体系の形成に

向けた取組が必要です。 

・ 林地残材の安定した供給力を確保するため、例えば林地残材だけでなく、製材廃

材や剪定枝などの廃棄物系木質バイオマスを含めた情報等を一括集約し、互いの

課題を補完しあえるような新たな組織、仕組みづくり等に取り組む必要がありま

す。 

・ 林地残材の収集・運搬コストの大幅な低減、安定供給体制の確立には、地域にお

けるさまざまな課題を地域の実情に応じて解決しなければなりません。このため、

地域主導による取組を喚起するため、住民、市町村に対し積極的な情報提供を行

い、地域における取組意欲の醸成を図るとともに、低コスト生産、安定供給を実

現するための組織や社会システムづくりのノウハウを蓄積・提供するため、モデ

ルとなるパイロット事業を展開することが重要です。 

 
○ 廃棄物系木質バイオマス 

（現状と課題） 

・ 建設廃木材や製材廃材は、他のバイオマスに比べ採算性の確保が容易であること

から、民間を中心にエネルギー利用が進められています。 

・ 街路樹、公園等の剪定枝及び刈草については、発生量の季節変動が大きく、安定

的な供給に問題があります。 

 

（対応） 

・ 建設廃木材や製材廃材については、エネルギー利用の動機付けとなる情報提供等
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により、民間主導による導入を積極的に支援する必要があります。 

・ 街路樹、公園等の剪定枝については、県や市町村がエネルギー資源としての利用

の可能性を積極的に検討することが重要です。また、木質バイオマスのエネルギ

ー利用を進める事業者に対し積極的に資源発生量などに関する情報提供を行っ

ていくことが必要です。また、安定供給のため他の木質バイオマスとあわせ、情

報等を一括集約し、互いの課題を補完しあえるような新たな組織、仕組みづくり

等に取り組む必要があります。 

 

○ 家畜ふん尿 

（現状と課題） 

・ 家畜ふん尿の処理方法としては、堆肥化が主流となっています。 

・ 家畜ふん尿の収集・運搬については、悪臭対策が必要です。 

・ 家畜ふん尿は他のバイオマス資源と比べて重量あたりのメタンガスの発生量が

少なく、家畜ふん尿のみを資源とするエネルギー化施設では、事業採算性の確保

が困難な状況です。 

・ 家庭系生ごみと同様に、メタン発酵後に発生する発酵残渣のリサイクル利用を促

進することが必要です。 

 

（対応） 

・ 効率性の点から家庭系生ごみや産廃系動植物性残渣と併せたエネルギー化が重

要であり、農林行政や環境行政が連携しつつ、複合的な視点に立った取組を推進

する必要があります。 

・ 家畜ふん尿の収集・運搬、エネルギー化の各段階において、悪臭の発生を抑制す

る技術・機器の開発などを進める必要があります。 

・ 行政は、産廃系動植物性残渣のエネルギー利用事業を構想している事業者に対し、

周辺畜産農家から発生するふん尿量や性状などに関する情報を積極的に提供す

ることで、民間を主体とする取組の中で家畜ふん尿のエネルギー化を目指す体制

づくりを支援することも必要です。 

・ 農家・農業団体と廃棄物行政・農林行政が連携することによって、事業主体の形

成、施設整備や用地の確保、及びエネルギー化後の副生成物の利用を推進する必

要があります 

 

○ 家庭系・事業系生ごみ 

（現状と課題） 

・ 県内に家庭系生ごみをバイオマス資源として分別回収を前提としたエネルギー

利用を行う事例がありません。 

・ 生ごみのエネルギー利用には徹底した分別とそのチェックが必要であり、住民や
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事業者への負担が大きくなります。 

・ 焼却等の既存処理に対して、エネルギー利用の意義に対する住民、市町村の理解

が得られにくいと思われます。 

・ 生ごみのメタン発酵は、発酵後に発生する発酵残渣の処理に多大なコストを要す

るため、これらを液肥や堆肥としてリサイクル利用を促進することが、事業性改

善に向けて重要な課題です。 

 

（対応） 

・ 生ごみのエネルギー利用に関する住民、事業者、市町村の関心や取組意欲を醸成

するため、住民、事業者、市町村に対し生ごみのエネルギー利用の事例紹介やエ

ネルギー利用に必要な分別収集に関する情報などの提供を積極的に行うことが

必要です。また、地域住民や自治会などの積極的な参画を目指して、地域コミュ

ニティをベースとした分別収集の仕組みづくりを進めることも必要です。 

・ 家庭系生ごみと同様、事業系生ごみについてもエネルギー利用には適切な分別が

必要なことから、特に複数の事業所から廃棄物を集める場合、分別に対する各事

業所の積極的な協力・参加のための仕組みづくりを進めることが重要です。 

・ 生ごみの排出者のエネルギー利用への関心を高めるため、あるいはエネルギー利

用に必要な分別収集を推進するため、地域通貨などの形でインセンティブを付与

するなど、経済的方策の導入を検討する必要があります。 

・ メタン発酵後に発生する残渣を利用するための技術や方策について、試験研究機

関及び事業者、市町村、県等が協働して検討を進めることが必要です。 

 

○ 産廃系動植物性残渣 

（現状と課題） 

・ 廃棄物の原料の安全性確認が比較的容易なため、堆肥化・飼料化を中心としてリ

サイクル利用が進められてきていますが、小規模事業者からの廃棄物の再利用に

ついては、焼却処理が主体となっています。リサイクルの中心的役割を果たして

きた堆肥化、飼料化は、需要先の独自確保、競合製品価格の観点から今後の拡大

余地は限定的と考えられます。 

・ 本県では、井村屋製菓株式会社が実証規模のエネルギー利用に取り組んでいます。 

・ 産廃系動植物性残渣のエネルギー利用には、排出物の安定的な収集のために処理

料の水準を一定レベルに抑えることが重要です。 

・ 家庭・事業系生ごみと同様に、メタン発酵後に発生する発酵残渣のリサイクル利

用を促進することが必要です。 

 

（対応） 

・ エネルギー利用への企業の取組意欲を高めるため、エネルギー需要の確保や採算
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ベースに乗るようなエネルギー販売価格の維持、設備投資の負担軽減、及びエネ

ルギー化後の残渣の需要確保などの面で、行政による支援を検討する必要があり

ます。また、食品関係事業者がバイオマス利用事業の事業主体としても参加する

よう、情報提供などを行うことが必要です。 

・ 消化液等の副生成物のリサイクル利用には、バイオマスの地産地消（資源・エネ

ルギー循環）の観点から、耕種農家とのタイアップや、安定供給への仕組みづく

りが必要です。 

 

○ 廃食油 

（現状と課題） 

・ 県内では、藤原町、二見町、紀伊長島町、海山町の４町で廃食油を回収し、ＢＤ

Ｆ化事業に取り組んでいます。また、事業者、津市、県が協働で廃食油のＢＤＦ

化事業への取組を開始しました。 

・ 廃食油については、回収量が不安定なことや廃食油の質にばらつきがあることか

ら、生産されるＢＤＦの安定供給、品質安定に不安があります。 

 

（対応） 

・ ＢＤＦ利用は比較的取り組みやすいことから、生ごみの利用へ発展させる契機と

することも考えられ、この観点からもＢＤＦ利用をさらに普及させる必要があり

ます。 

・ ＢＤＦ利用に関しては、情報提供等による地域における取組意欲の醸成を図ると

ともに、組織づくりや運営などのノウハウを蓄積・提供するため、行政を主体と

してパイロット事業を展開することが重要です。 

・ 廃食油回収に対する住民、事業者等の理解と協力を得るため、継続的な普及啓発

活動が必要です。また、安定的なＢＤＦ生産のため、将来的には休耕田を利用し

た菜種栽培等との組み合わせも検討する必要があります。 

 

○ 下水汚泥 

（現状と課題） 

・ 本県の下水汚泥の資源化利用は４割程度であり、そのほとんどがセメント原料化

です。 

・ 下水処理に要するエネルギー（特に電力）量は非常に大きく、下水汚泥が潜在的

に有するエネルギーを活用して、処理施設の自立エネルギーを確保することが、

下水処理施設での省エネルギー化を図る上での重要な課題となっています。しか

し、下水処理場で発生する下水汚泥は、濃縮度が低く、全ての下水汚泥のエネル

ギー利用を進めても施設で使用する電力量の 30～40%の供給量に留まっています。 

・ 県内での導入が進んでいる高度処理施設（有機物のみならず、窒素やリンの除去
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を行い、環境負荷軽減を目指す技術）で下水汚泥のエネルギー化を目指す場合、

処理水中のリン濃度が高くなり、リン回収の技術的難易度が高くなります。 

 

（対応） 

・ 下水道行政と環境行政の連携を中心に行政側の取組体制を整備し、家庭系生ごみ
や家畜ふん尿も併せてエネルギー化することなど、エネルギーの発生効率を高め

る方策の導入が必要です。 
・ 県、市町村、試験研究機関や事業者などの連携の下、エネルギー化技術、残渣の

利用技術、リンの分離回収技術などを確立し、下水汚泥のエネルギー利用を推進

することが必要です。 
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（２）バイオマスエネルギー利用事業推進上の利用促進に向けた課題と対応の考え方  

 
バイオマスエネルギー利用を事業化する上で考えられる主な課題と課題解決に

向け、県民、事業者、行政が取り組むべき対応の考え方について、バイオマス資源

を収集し、エネルギー化し、それを利用するという一連の段階ごとに整理します。 

 

○ 資源の生成・排出から収集・運搬する段階 

（課題） 

・ バイオマスエネルギー事業を具体化するためには十分な量のバイオマス資源を

安定的に確保することが重要です。また、廃棄物系バイオマスについては、エネ

ルギー化施設の処理方式に応じて適切に分別されていることが前提条件となり

ます。 

・ 排出元からエネルギー化施設までの、バイオマス資源の収集や運搬に要するコス

トが高く、事業採算性を圧迫する大きな要因となっています。 

・ バイオマスの種類によっては、発生の季節変動が大きいこと、特に未利用系バイ

オマスは利用の実績がないことなど、バイオマス資源の安定確保に不安がありま

す。 

 
（対応） 

・ 未利用資源や廃棄物の利用を拡大するための基本となる収集量の拡大とその運

搬については、搬出コストを低減するための収集技術や運搬機械の開発、基盤整

備及び仕組みづくりなどが必要です。 
・ バイオマス資源の安定確保のため、バイオマス全体の情報を一括集約し、互いの

課題を補完しあえるような新たな組織や仕組みづくりが必要です。 
・ 家庭系生ごみを利用する場合には、適切な分別収集などを推進するため、地域通

貨など市民活動を推進するためのインセンティブの付与を検討する必要があり

ます。 
・ 低コスト収集や安定供給体制を構築するため、他の自治体や事業体における先進

的な収集・回収方式に関する情報を収集し、市町村や事業体などに対し積極的に

情報提供することが重要です。 
 

○ バイオマス資源のエネルギー化の段階 

（課題） 

・ バイオマスエネルギー事業は、設備投資に対する初期投資が大きい割りにエネル

ギー販売による収益が小さいことから、事業そのものの採算性が低いケースが多

いと思われます。 
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（対応） 

・ 事業の立ち上げのために、施設の整備などに対し、経済的な支援が必要です。ま

た、資源種別や事業主体の如何によっては、出資などによる行政の参加も想定さ

れます。 
・ 事業効率向上のため、副生成物の低コストでのリサイクル利用を視野に入れた施

設整備が必要です。 
 

○ エネルギー利用の段階 

（課題） 

・ バイオマス資源由来のエネルギーのコストは、化石燃料に由来するものより高

いため、バイオマスエネルギー事業は事業経済性が低いという大きなハンデを抱

えています。 

・ 熱利用を行う場合、夏場と冬場の需要量が大きく異なる。特に、夏場に需給のミ

スマッチが起こりやすく、エネルギーが余剰となり収益性を悪化させることがあ

ります。 

・ エネルギー化施設で発生する副生成物（発酵残渣など）を低コストでリサイクル

利用できれば事業採算性は大きく改善します。しかし、リサイクル利用の方法が

乏しいこと、競合製品との関係で需要先の確保が難しいこと、副生成物のマテリ

アルとしての利用価値が十分把握されていないことから、現状ではその利用が十

分に進んでいません。 

 

（対応） 

・ バイオマスエネルギー利用の普及段階においては、エネルギーに対する需要の確
保・拡大と、エネルギー供給の継続・拡大をはかるための経済的なインセンティ

ブとして、固定価格での買取制度などの政策的な支援の可能性について、その財

源を含めて研究する必要があります。 
・ また、行政がバイオマスエネルギーをグリーン購入として位置付け、率先して導
入あるいは利用することも、支援方策として重要です。 

・ 普及段階においては、コジェネレーションによる熱電併給のほか、発生ガスの供
給など多様な利用形態に関する検討や実証を進め、地域特性に合わせたバイオマ

スエネルギー利用方式の多様化を図り、エネルギー需要の平準化を進めることが

極めて重要です。 
・ 副生成物の低コストなリサイクル利用を実現するため、発酵残渣については、試
験研究機関や有機栽培農家との連携の下、液肥や堆肥の効果的な散布方法等の農

業技術開発、利用の有効性の検証を進めることが必要です。その他の副生成物に

ついても利用技術の開発、需要の開拓などへの取組が必要です。 
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（３）事業実施体制の構築からみた課題と対応の考え方 

 
バイオマスエネルギー利用事業における事業実施体制の構築と関係者の組織化の

視点から、主な課題と課題解決に向け県民、事業者、行政が取り組むべき対応の考

え方について整理します。 

 

 
○ 事業主体に関わる課題と対応の考え方 

 （課題） 

・ バイオマスエネルギー利用を目指す事業主体には様々な形態があり、経済的・

経営的な基盤の弱い事業体も想定されます。一般的に、経営基盤が弱い事業体

の場合、事業の具体化にあたって、事業の管理運営、資金調達力、事業に必要

なノウハウ、技術力などの面で、問題を抱え事業が行き詰まることが想定され

ます。 

・ バイオマスエネルギー事業を実施する場合、エネルギー化施設や廃棄物などに

関する様々な法制度・規制への対応、各種許認可の取得が必要です。また、事

業の実現において利用可能な助成制度も様々です。現状では、法制度・規制へ

の対応、各種許認可の取得のためには、これらを所轄する県・市町村の各担当

部局に対し個別に相談が必要な体制となっており、バイオマスのエネルギー利

用を進めようとする事業者にとって煩雑であり、事業の推進にとって障害とな

ることが懸念されます。 

 

（対応） 

・ 事業の具体化がスムーズに進行するよう、行政は資金調達手法に関する情報の

提供、他の県や市町村、事業者における先進的な事業実施形態など事業全般に

関する情報の提供を積極的に行うことが必要です。 

・ 事業化段階の障壁を下げることを目的に、地域特性に適した事業の管理運営、バイオマ

ス資源の収集・運搬方式など、事業に必要なノウハウ、技術力を蓄積し、これを他地域

へ移転するため、県・市町村等の協働によるパイロット事業の実施に取り組む必要があ

ります。 

・ 県はバイオマスのエネルギー利用に取り組む事業者に対し、各種相談・許認可申請など

に関しワンストップサービスを提供できるよう、行政窓口の一本化を実現する体制整備

に取り組む必要があります。 
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○ 事業関係者の組織化に関する課題と対応の考え方 

（課題） 

・ バイオマスエネルギー利用は、未利用資源、廃棄物資源を集め、エネルギー化

し、それを供給するという一連の事業の過程において、さまざまな主体が関与

することが特徴的です。そのため、事業として具体化するためには新しい社会

システムの構築が不可欠であり、想定される事業主体が独力で進めることは難

しい面が多いと思われます。 

・ また、このような環境ビジネスを進める上では、事業に参画する関係者が多様

であり、その目的もそれぞれ異なっていることから、関係者間の利害調整に多

くの労力が割かれ、事業として進まないことが懸念されます。このため、事業

に参画する関係者の利害を調整し、バイオマスのエネルギー利用に向けた新し

い社会システムの構築を円滑に進めるコーディネーターの役割が重要です。 
  
（対応） 

・ 地域において、県・市町村等の協働によるパイロット事業が取り組まれる場合、

事業に参画する関係者の利害を調整し、バイオマスのエネルギー利用を実現す

るコーディネーターの役割を担う人材の確保が重要です。また、この支援によ

り得られたコーディネーターのノウハウを他地域へ移転することも重要です。 
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２ バイオマスエネルギー利用の普及促進にあたって関係者の期待される役割 
 
 ここでは、バイオマスエネルギー事業者やバイオマス資源の排出者、バイオマスエネ

ルギーの利用者となり得る関係者、それぞれに期待される役割を示します。 

 バイオマス資源の多くは、これまでは廃棄物とされてきたものであり、その発生は日

常生活や事業活動によって生じるものです。したがって、バイオマスエネルギー利用の

普及促進に向けて、県民、事業者、研究機関、行政（市町村・県）がそれぞれに担うべ

き役割を認識し、それぞれが主体的に、また、連携・協働して取り組むことが極めて重

要です。 

 

（１）県民 

 

県民や地域活動団体（自治会、NPO など）については、バイオマスのエネルギー

利用に向けて次のような役割を果たすことが期待されます。 

 

●バイオマスのエネルギー利用の意義に対する理解。 
●バイオマス資源としての家庭系生ごみなどの適切な分別・排出と収集への積極的な

協力。 
●バイオマスエネルギーの率先利用や消化液など副生成物を利用した農作物を積極

的に購買するなど、バイオマスエネルギーを利用した地産地消活動への積極的な参

加。 
 

 

（２）事業者 

 

  ○    スバイオマス資源を排出するする事業者事業者    

 

林業、畜産業、製材・木材加工業、建設業、食品関連の製造業やサービス業など、

バイオマス資源を排出する事業者については、バイオマスのエネルギー利用に向け

て次のような役割を果たすことが期待されます。 

 

 ＜林業事業者＞    

●林地残材のエネルギー利用に向けた、低コスト集荷技術の開発、新たな作業手順・

体制の構築、研究機関等と連携したコストを低減するための施設・機器の開発への

取組など、コスト低減に向け地域の林業特性に応じたさまざまな創意工夫とその実

践。 
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●エネルギー利用を目的とした新たな市場流通体系の形成に向けた取組。 

●安定した供給力を確保するため、林地残材を含めた木質バイオマスの情報収集や調

整、利用者への情報提供等を行う新たな組織、仕組みづくりへの取組。 

 

＜畜産業者＞    

●地域内の畜産業者の連携を基本とした、地域畜産業者全体としての自主的な取組に

よるバイオマスエネルギー利用事業の推進。 
●効率的でかつ悪臭発生を抑制する収集システムやエネルギー化技術の開発に向け、

研究機関等との協働や地域特性に応じたさまざまな創意工夫とその実践。 

●研究機関等と連携した、発酵残渣の低コストなリサイクル利用に向けた技術等の開

発推進。 

 

＜製材・木材加工業、建設業、食品関連の製造業やサービス事業者＞    

●企業の環境経営、CSR の観点からバイオマスエネルギー利用に対する経営者自ら
の取組、社員の意識の向上、分別排出への取組などの推進。 
●自らの取組、あるいは関連事業者、市町村、県等との連携により、エネルギー化技

術、副生成物の利用技術の開発推進。 
●規模拡大や効率的なエネルギー利用を推進するため、地域業界内の事業者の連携を

進め、地域業界としての自主的な取組によるエネルギー事業の推進。 
●自らエネルギー化施設を保有する事業者は、地域で発生する様々なバイオマス資源

を積極的に受け入れ、事業採算性の改善・エネルギー効率の向上を図ると共に、地

域全体としての資源循環社会形成への貢献を指向した取組の推進。 

 

     ○    ギーエネルギー化施化施設 らから発生発生するする副生成物副生成物のの利用利用がが期待期待されるされる 業者事業者    

 

有機農法による差別化や契約栽培による安定供給システムの確保を前提として、

耕種農家や、農産物を利用する製造業やサービス業、およびその他さまざまな企業

については、次のような役割を担うことにより、循環型社会形成、バイオマスエネ

ルギーを起点とした地産・地消活動への関与を目的として、エネルギー化施設から

発生する消化液などの副生成物を積極的に利用するなど、事業に間接的に参加する

ことが期待されます。 

 
●耕種農家としては、エネルギー化施設で発生する副生成物（液肥、堆肥、木酢液な

ど）を積極的に受け入れ、副生成物のリサイクル利用への協力。 
●農産物を利用する製造業やサービス業は、副生成物を積極的に利用する耕種農家か

ら安定的に有機農作物の購入。 
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（３）高等教育・研究機関 

 

バイオマスのエネルギー利用を推進するためには、研究機関なども、次のような

点で大きな役割を果たすことが期待されます。 

 

●有機栽培農家やバイオマスエネルギー事業者との連携の下、液肥や堆肥の効果的な

散布方法等の農業技術開発、利用の有効性の検証。 
●県、市町村等との連携による、下水汚泥のエネルギー利用を促進するための低コス

トなリン回収技術などの開発。 
●現在基礎研究段階にあるエネルギー化技術の早期実用化を目指した応用、開発研究

の推進、パイロット事業における技術実証の推進。特に、家庭系生ごみの新たなエ

ネルギー化技術、農作物非食部（稲わらや籾殻など）のエネルギー化技術確立に向

けた積極的な取組。 
●将来的なエネルギー生産を目的とした農作物や樹木の育種（生育期間の短縮化や収

率の向上などを目指した品種改良）や栽培方法（生産コストの低減）についての研

究の推進。これらエネルギー作物の利用技術の早期確立。 
●バイオマスエネルギー関連技術に関する情報の収集、セミナー開催などによる情報

提供。 

 
 
（４）行政（県・市町村） 

 
国では、新エネルギー利用の推進に向け、様々な施策が進められると共に、支援制

度が整備されています。特に、バイオマスエネルギー利用について関係性が深い施策

として、「RPS法」、「各種助成制度」、「構造改革特区構想」が挙げられます。 
 
○ RPS 法（電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法） 

 RPS法は電気事業者に新エネルギー等を利用して得られる電気の一定量以上の利用を義務付

けるものである。電気事業者は、自ら発電する、他者から購入する、他の電気事業者に肩代わ

りさせる方法のうち、最も有利な方法が選択可能となっている。 

対象となる電力はバイオマス発電によるものに加え、風力発電、太陽光発電、水力発電、地

熱発電、その他（認定発電設備の条件は政令にて定める）となっている。 

バイオマス発電事業者は新エネルギー等発電設備認定を経済産業大臣よる受けることで、電

気事業者への販売が可能となる。 

○ 各種助成制度 

バイオマスエネルギー利用事業を対象とした各種助成制度は、経済産業省、農林水産省、環
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境省などで様々な支援制度が整備されている。支援の内容は、設備導入にあたっての補助金、

ビジョン策定やフィージビリティスタディ調査への事業補助、先進的技術開発に関する実証実

験事業補助など多岐に渡っている。詳細は、資料編を参照されたい。 

○ 構造改革特区 

国では、進展の遅い分野の規制改革を、「個性ある地域の発展」「知恵と工夫の競争による活

性化」という観点から、地域の自発性を最大限尊重する形で進め、特定地域における構造改革

の成功事例を示すことにより、全国的な規制改革と波及させて我が国経済の活性化を実現する

目的で、「構造改革特区」構想を進めている。 

新エネルギー導入を対象とした規制の特例措置として、以下の 3件が挙げられる。 

－ つくば市新エネルギー特区 

燃料電池の設置にかかる緩和措置として「一般用電気工作物への位置付けによる家庭用燃料

電池発電設備導入事業」と「不活性ガスを使用しない家庭用燃料電池発電設備導入事業」が認

められた。 

－ 釧路・白糠次世代エネルギー特区 

ジメチルエーテル（ＤＭＥ）実証プラントにおける実験を促進し、我が国のエネルギー政策

への貢献と地域経済の活性化を図るため、「ジメチルエーテル試験研究施設の変更工事の手続

き簡素化」の緩和措置が認められた。 

－ 環境・エネルギー産業創造特区（青森県） 

分散型電源普及のための実証研究やコジェネレーション設備の共同利用、バイオマス発電な

ど新エネルギーの導入促進や事業活動に伴うエネルギーコストの削減を目指した「資本関係等

によらない密接な関係による電力の特定供給事業」の緩和措置が認められた。 
 
県、市町村に期待される役割としては、上記のような国による様々な施策・支援

制度を有効に活用しつつ、地域特性・実情にあったきめ細かな支援を進めることが

求められます。 

 

 ○    市町村に期待期待されされる 割役割    

    

バイオマスエネルギービジョンの推進に向けて市町村に期待される役割として、

次の点があげられます。 

 

●事業化に向けた資金調達、技術・ノウハウなどに関する情報の収集・提供、地域社

会のバイオマスエネルギー利用に関する啓発活動、周知活動の積極的な展開。 

●バイオマスエネルギーの需要開拓に関する支援の積極的な推進。 

●需要者として、公的施設におけるバイオマスエネルギーの率先利用を進めることに
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よる、需要の創出と利用の意義の地域社会への普及。 

●事業化を推進するための基盤条件の整備として、ハード・インフラの整備、ソフト

面からの環境条件の整備への積極的な関与。 

●パイロット事業に関する企画立案や、事業の具体化に向けた庁内各部署の連携の確

保と、地域関係者間の調整の積極的な推進。パイロット事業の企画段階では、バイ

オマスエネルギー利用を地域の産業振興や資源循環社会形成に結びつけるための

方法論についての検討。 

●特に、一般廃棄物のエネルギー利用など、市町村の環境行政、清掃行政にかかわる

事業については、事業主体として、あるいは公共事業のコーディネーターとして役

割を担うことが重要。 

●事業採算性向上のために、各種の経済的な手法による事業の支援を地域の実情に応

じて検討するとともに、公有地の提供など、市町村の保有資源を活用した事業支援

の方策についての検討。 

●林地残材など未利用バイオマスの収集・運搬コストの大幅な低減、安定供給体制の

確立に対する支援の検討。 

●パイロット事業の実施等で蓄積した技術・ノウハウ等を応用したバイオマスエネル

ギー事業の他地区への展開。 

 

 ○    県に期待 れるされる役割    

 

一方、県に対しては、次のような役割が期待されます。 

 

●市町村担当者への情報提供や定期的な勉強会の実施など、バイオマスエネルギー利

用に向けた機運の醸成。また、住民や事業者への積極的な情報提供や先進施設の見

学会等、県内全域を対象とした継続的な啓発活動の展開を促進。 

●エネルギー、産業、環境等、関係部署を横断した取組体制の構築と、県・市町村と

の連携活動を進めるための組織体制の整備と運用の推進。特に、バイオマスエネル

ギー利用に取り組む事業者に対し、各種相談・許認可申請などに関するワンストッ

プサービスの提供。 

●本県の地域特性に応じた実証的研究への補助、利子補給や、バイオマスエネルギー

の固定価格での買い取り制度などの経済的支援、バイオマスエネルギー利用推進を

目的とした税の創設といった、新たな経済的手法の導入など、県独自の制度面での

取組方策についての可能性の検討。 

●バイオマスエネルギー利用に関する各種技術・ノウハウを蓄積するため、モデルと

なるパイロット事業の実施。パイロット事業で得られたノウハウ・技術的成果など

をデータベースやマニュアルとして蓄積し、他の市町村や事業者への積極的な移転
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の推進。 

●市町村や事業者と密接に連携し、パイロット事業に関する企画立案や、国の補助金

などの獲得、事業の具体化に向けた活動への積極的な支援。エネルギー利用実現の

ため関係者の調整等を行うコーディネーターの役割に対する支援。 

●県が実施主体となり得る、下水汚泥のエネルギー利用など、県事業に係るバイオマ

スエネルギー事業の可能性を検討。 

●需要者として、公的施設におけるバイオマスエネルギーの率先利用を進めることに

よる、需要の創出と利用の意義の地域社会への普及。 

●林地残材など未利用バイオマスの収集・運搬コストの低減、安定供給体制の確立に

対する支援の検討。バイオマス資源供給やエネルギー利用に関する他県との連携の

推進。 

●試験研究機関等と連携した、エネルギー作物等の生産に関する可能性の検討。 

 
  なお、ここで挙げた県に期待される役割に応じた、今後の県の取組の考え方につ

いて、次節にて詳細を記載します。 
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３ ビジョンの実現に向けたバイオマスエネルギー利用普及戦略 
  ～県としての重点的取組の考え方～ 

 

ここでは、本県におけるバイオマスのエネルギー利用を推進するため、県が中心

となって進める重点的な取組の考え方を示します。 
    
（１）バイオマス資源のエネルギー利用普及に向けた基本戦略    
 

 バイオマス資源のエネルギー利用のような環境ビジネスでは、資源収集、利用、残渣

処理等事業の各段階でさまざまな関係者が関与することが特徴的です。また、事業に参

画する関係者の目的が異なっており、関係者間の利害調整が事業進展を妨げる重要な要

因の一つとされています。そのため、事業として具体化するためには新しい社会システ

ムの構築が不可欠であり、想定される事業主体が独力で進めることは難しい面が多いと

思われます。 

このような潜在的な課題を有する環境ビジネスにおいては、関係者を束ね、新たな社

会システムの構築を目指すためのコーディネーターの役割が極めて重要です。 

バイオマスのエネルギー利用を普及させるためには、地域におけるバイオマスエネル

ギー利用への取組の中で、このコーディネーターの役割を担う関係者を積極的に支援す

ることが求められており、県として取り組むべき重要な課題です。 

また、県はコーディネーターとしてのノウハウのほか、事業の計画段階・運営段階に

求められる様々なノウハウを取得し、他地域の事業実施に意欲的な市町村や事業者など

に対し積極的にノウハウ移転を進めることで、スムーズな利用普及を目指すことが重要

です。 

 

このような考え方に基づき、本ビジョンの実現に向け、バイオマス資源のエネルギー

利用普及の基本戦略を以下のように構築しました。 
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  ○ バイオマス資源に関わる情報を一括管理する中核組織の検討 
・それぞれのバイオマス資源が持つ固有の課題を相互に補完し、エネルギー資源と

してバイオマスを効率的に利用することが可能となるよう、地域に存在する様々な

バイオマスに関する情報を一括集約し、事業者に提供する機能を持った組織について、

実現の可能性を研究します。 
 

 県内各地域の特性に応じて様々なバイオマスのエネルギー利用を円滑に推進

し、エネルギーの地産地消を目指すためには、バイオマスの発生に関する情報

等の収集、管理が重要です。 

たとえば、バイオマスは、林地残材のようにその収集・運搬に費用を要するため

経済的な理由から有効利用が進みづらいもの、剪定枝や流木のように発生の季節変

動・年次変動が大きく安定供給の面から利用が進みづらいものなど、資源個別には

様々な課題が存在しています。各資源の抱える固有の課題を解決するために、地域

に存在する様々なバイオマスに関する情報を一括集約することよって、相互に課題

を補完しあい、「バイオマス全体」としてエネルギー利用を効果的に進めることが

可能となると考えられます。 

 

 

② 第２段階：パイロットプロジェクトの実施 

 

第２段階におけるバイオマス利用に向けたパイロットプロジェクトは、第１段階

での情報収集活動等により把握した、地域におけるバイオマスエネルギー利用への

取組の中から、本県のモデルとなる地域や事業を選定します。そして、県の支援の

もとに、地元市町村、県民（地域住民）、地域内外の企業、および大学や試験研究機

関などが連携・協力し、バイオマスエネルギー利用事業のモデルを試行するもので

す。 

パイロットプロジェクトの当事者（事業主体）や、事業全体における関係者の立

場はモデルによって異なりますが、関係者がそれぞれの立場から、資金、用地や設

備、経営機能、技術やノウハウ、及び地域社会としてのネットワークやビジネスの

ためのネットワークなどを持ち寄り、事業主体となる機関のコーディネイトによっ

て進めるものです。また、具体化に当たっては、環境・エネルギーや農林畜産振興

などに関する国の補助事業を導入するなど、外部資源の積極的な活用も図ります。 

 

パイロットプロジェクトは、本県全体にとっては、バイオマスのエネルギー利用

の効果を確かめたり、事業化に向けた課題解決のための知見を獲得したりするため

の実証実験的な意味をもつものです。 
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・バイオマスのエネルギー利用に対する企業、県民、市町村等の取組意欲を高揚す

るとともに、取組の参考事例とするため、バイオマスのエネルギー利用に向けて

先進的技術の導入や取組を推進する事業者を対象に、社会的な貢献等を評価し、

その取組を全県、全国的に発信する制度の創設を検討します。 
 
 

 




